
2030 GOAL
誰もが公正に評価され、性別や住む場所にかかわらず、

働き方と生き方を自由に選択できる社会

SIIFのジェンダーペイギャップ領域で目指したい世界観



なぜジェンダーペイギャップが問題なのか

ジェンダー
ペイギャップ
という現象

経済成長

人的資源の最適活用の阻害

消費活動の縮小

労働時間
調整

生産性やイノベーション低下

同一労働同一賃金の
理念に反する

経済的自立や将来設計を
立てにくくなる

貧困や格差が
固定化されやすくなる

代表制を持った
意思決定の不足

男性の過重労働、
働き続けることへの
プレッシャー、孤独孤立

社会システムと生活の不整合

公正性

他の
社会課題の
加速

アンコンシャス
バイアスが
根底にある
複雑な課題構造

出産・子育て
への影響 人口減少 労働力不足
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社会課題の構造がジェンダーギャップを引き起こす

経済
（112位）　※

ジェンダー
ペイギャップ

政治
（125位）　※

教育
（66位）　※

健康
（50位）　※

国（行政）

ジェンダーペイギャップの課題構造

社会文化的要因

定着

教育要因

行動 / 
認知形成

制度的・
経済的要因

実装
ライフサイクルの
中で醸成

学校教育

家庭内教育

アンコンシャスバイアス（認知的要因）

社会制度

労働環境

男性 女性

意識の変化

※2025年世界経済フォーラムジェンダー・ギャップ指数
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ジェンダーペイギャップの当事者及び関係図

企業 / 産業団体



雇用機会／就労環境の提供
特に男性に無限定の労働を求め、女性を補助的
労働者とみなしてきた慣例が排除しきれていない

世帯※２

国（行政）

企業 / 産業団体

男性が主たる稼ぎ手、女性が主たるケア労働の担い手であるという認識の強化

ジェンダーペイギャップ当事者の依存関係/相互作用の詳細図

※１  家族賃金とは：夫ひとりの稼ぎで妻子を養うことができる賃金
※２  世帯は、単身世帯、同性婚世帯等も含まれるが、Gender Pay Gapのアジェンダを検討するうえで、この場合は男性、女性の関係性をピックアップ
※３  ケア労働は賃金が支払われない労働であるため上下関係が生じやすい

世帯単位での
社会保障・両立支援制度の設計

( )

男性 女性依存関係 /相互作用

生活費用

ケア労働（無賃金）※３

世帯主への年功給与／
生活給与支給

終身雇用（コースアウト≒低待遇）
長時間・長期間労働者の優遇

・ケア労働の担い手としての責任感
・低賃金／不安定な雇用のみ
・期待されない≒成長機会の損失
・ブランクがあると階段を上がれない

補助的労働者
としての採用

家庭優先の
働き方

世帯主への年功給与／
生活給与支給

終身雇用（コースアウト≒低待遇）
長時間・長期間労働者の優遇

・企業都合の無限定な労働の提供
  （出張・転勤・長時間）
・働かない高給な熟年男性
・ついていけない場合は低待遇

家族賃金※１ 無限定労働
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一定収入内の
働き方を誘因

キャリアアップへ
踏み出すハードルが

高くなる

非正規雇用を
選択しやすくなる

担う仕事や
役割の幅が狭まる

キャリアイメージや
自信が持てない

スキル向上と
やりがいを感じる
機会が少ない

家事・育児
負担の偏り

人事評価制度

伝統的な
  ビジネスモデル※１

  日本型雇用※２

組織の保守化・
安定志向

収益性の低下

国や行政の仕組み

性別役割
分業意識が

強化されてしまう
ループ

無限定的な
働き方から
抜け出せない
ループ企業に

変革が
生まれにくい
ループ

企業に
変革が

生まれにくい
ループ

ジェンダーペイギャップの相関図

※１  伝統的なビジネスモデルとは、日本における企業風土や収益構造のことを指す
※２  日本型雇用とは、「終身雇用」「年功序列」「メンバーシップ型雇用」などの伝統的なビジネスモデルを容認する背景となっているものを指す
※３  労働基準法の問題点として、36協定が十分に機能していないことなどがあげられる
※４  社会保障制度の問題点として、「フルタイム前提の制度設計」「第3号被保険者制度」「健康保険の被扶養者制度」などがあげられる
※５  税制度の問題点として、「配偶者控除」「扶養制度」があげられる

■ 男性　■ 企業 / 産業団体　■ 女性　 （太枠） 地方ではより顕著であると思われる項目

社会保障制度※４労働基準法※３ 税制度※５

イノベーションや
新規投資に消極的

家庭優先の
働き方を選択無限定的な働き方

キャリア優先
志向の圧力
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社会保障制度※４労働基準法※３ 税制度※５

イノベーションや
新規投資に消極的

日本の
社会制度

家庭・個人の
性別役割分業意識

家庭・個人の
性別役割分業意識

企業・組織の
性別役割分業意識と慣習

企業・組織の
性別役割分業意識と慣習
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T  H  E  O  R  Y     O  F    C  H  A  N  G  E
ISSUE
課題

TARGET
対象

ACTIVITY
変化を加速させるための介入

地方で女性の
キャリアをつくる。
だれもがどこでも
仕事でしあわせになる
社会が実現する

TRIGGER
変化のきっかけ 初期アウトカム 中期アウトカム 長期アウトカム VISION

スーパーゴール

女性の育成に向けた
段階的プロセス設計／
フェアな人事制度の整備

出産後、
非正規雇用や
非雇用の状態が
続き、働くこと
からの距離が
遠ざかる。

地方で
非正規雇用で
働く／

就労していな
い女性

参入しやすい
職場環境との
出会い／
両立に向けた
環境の変化

仕事と家事育児が
両立できる、という
気持ちが芽生える

働くことに自信を持ち、
達成感ややりがいを実感する

女性が働き
続けられる
環境が整備され
ていない。

一方、人手不足
は深刻化。

（持続可能な経営に向けた
危機感から、）変化に対する
インセンティブを得る

企業価値向上に向けた
対策を取る

• 多様な人材が柔軟に働ける
　職場環境の整備
• 両立支援制度を活用しやすい
　風土の醸成
• ビジネスモデルの転換、
   人事制度の公正化

• 地方の中小企業の
　企業価値の向上
　（人的資本、イノベーション、
　レピュテーション、財務）

• 経営者の中で、
　多様な人材の活用および
　登用が企業価値の向上に
　繋がるというマインドの確立

地方の
中小企業
（の経営層）

家事育児の当事
者になるor
優秀な働き手を
失う経験／
経営の持続可能
性（人材戦略や
収益構造）への
問いかけ

無限定的な
働き方が続き、
仕事優先の
生活が定着。
家事・育児への
関与が不足する。

無限定の働き方への
不安を認識する

家庭やケア労働への
関わり方が変化する

（家事・育児への関与時間の増加）

働き続けることへの
プレッシャーからの解放

女性のキャリアや
人生をリスペクトし、
応援するマインドの醸成

地方で
正規雇用で
働く男性

自分や
パートナーの
ライフプランに
ついて考える

企業成長モデルの学びあいの
場の提供（コンソーシアム）／

事業活動への反映
ケアサービスの選択肢の増加

①
働き方・生き方を
選べる男女の増加

②
適切な人材戦略を
企業成長に繋げる
企業の増加

③
性別役割分業意識の

変化

目指す変化

心理面

スキル
職業面

金銭面

仕事をやれば
できるという
経験を積む

自身への期待を
前向きに
受け止める

スキルが
発展する

基礎スキルを
習得する

収入が増加する安定した収入を得る

仕事や役割が
変化する
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